
（単位：円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

就労支援事業収益 27,645,237 15,704,645 11,940,592
障害福祉サービス等事業収益 325,503,163 243,584,298 81,918,865
経常経費寄附金収益 0
その他の収益 32,890,342 28,765,555 4,124,787

サービス活動収益計(１) 386,038,742 288,054,498 97,984,244
人件費 97,022,352 80,701,580 16,320,772
事業費 110,624,785 79,163,192 31,461,593
事務費 0
就労支援事業費用 142,614,094 109,695,483 32,918,611
利用者負担軽減額 0
減価償却費 3,931,574 3,252,991 678,583
国庫補助金等特別積立金取崩額 0
徴収不能額 0
徴収不能引当金繰入 0
その他の費用 0

サービス活動費用計（２） 354,192,805 272,813,246 81,379,559
31,845,937 15,241,252 16,604,685

借入金利息補助金収益 0
受取利息配当金収益 0 563 (563)
有価証券評価益 0
有価証券売却益 0
投資有価証券評価益 0
投資有価証券売却益 0
その他のサービス活動外収益 21,698 626,640 (604,942)

サービス活動外収益計(４) 21,698 627,203 (605,505)
支払利息 691,813 356,670 335,143
有価証券評価損 0
有価証券売却損 0
投資有価証券評価損 0
投資有価証券売却損 0
その他のサービス活動外費用 260 30,314 (30,054)

サービス活動外費用計(５) 692,073 386,984 305,089
(670,375) 240,219 (910,594)

31,175,562 15,481,471 15,694,091
施設整備等補助金収益 0
施設整備等寄附金収益 0
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益 0
固定資産受贈額 0
固定資産売却益 0
その他の特別収益 0

特別収益計(８) 0 0 0
基本金組入額 0
資産評価損 0
固定資産売却損・処分損 0 204,080 (204,080)
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 0
国庫補助金等特別積立金積立額 0
災害損失 0
その他の特別損失 0

特別費用計(９) 0 204,080 (204,080)

※　就労支援事業会計処理基準は、新社会福祉法人会計基準における就労支援事業の取扱いに準じた
　改正を行っていることから、ここで示す就労支援事業事業活動計算書（別紙１）、就労支援事業事
　業活動内訳表（別紙２）についても、便宜上、新社会福祉法人会計基準を参考とした様式を示して
　いるが、実際には、各法人制度で使用することとされている会計基準において相当する様式に記載
　して頂き差し支えない。
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経常増減差額(７)=(３)＋(６)

　サービス活動増減差額 (３)＝(１)－（２）
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　サービス活動外増減差額(６)＝(４)-（５）
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0 (204,080) 204,080
31,175,562 15,277,391 15,898,171
27,604,858 14,842,067 12,762,791
58,780,420 30,119,458 28,660,962

0
0
0

5,778,700 2,514,600 3,264,100法人税･住民税及び事業税(18)

その他の積立金取崩額(15)

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-
(16)-(18)

　特別増減差額(10)=(８)-(９)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

その他の積立金積立額(16)
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の
部

53,001,720

基本金取崩額(14)

27,604,858

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

25,396,862

前期繰越活動増減差額(12）


	（別紙１）就労支援事業事業活動計算書

